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2022 年 7 月 9 日、太平洋島嶼国のキリバスが太平洋諸島フォーラム（PIF）から脱退する

ことを表明した。PIF は 1971 年に設立された南太平洋フォーラムを前身とする地域協力機
構である。キリバスの PIF 脱退宣言が明らかにしたのは、太平洋島嶼地域で築かれてきた協
調の伝統の維持が困難になりつつある現実である。その背景には、複雑さが増した太平洋島
嶼地域の安全保障環境がある。近年、米中双方が積極的に太平洋島嶼国に関与していること
から、太平洋地域が米中対立の最前線のひとつとして認識されるようになっている。しかし、
アメリカや中国の意図や大国間競争にばかり注目が集まりがちであり、太平洋島嶼国がどの
ように反応しているかについての分析は少ない。本稿はこれまであまり鑑みられることがな
かった太平洋島嶼国の状況や視点も交えつつ、同地域の安全保障環境を概観する。 
 
キリバスの PIF脱退の背景 

 
PIF は地域課題に結束して取り組み、太平洋島嶼国の主体性と利益を追求することを目的

としてきた。設立当初はフランスによる太平洋地域での核実験に反対し、最近では世界各国
に対して温暖化対策への一層の行動を求めている。2021 年、キリバスを含むミクロネシア
各国が PIF から脱退することを表明した 1。これは、PIF の事務局長人事をめぐる諍いが原
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因である。慣例ではメラネシア、ポリネシア、ミクロネシアが順番に事務局長を送り出して
おり、次回の事務局長はミクロネシアから選ばれるはずであった。しかし、「紳士協定」が
ないがしろにされ、ポリネシアであるクック諸島のヘンリー・プナ元首相が事務局長に選出
されたことから、ミクロネシア各国が不満を表明し、PIF からの脱退を宣言した。この問題
は、2022 年の PIF 議長国であるフィジーの仲介により「スバ協定」が合意され、ミクロネ
シア各国が脱退表明を取り下げることで、一応の解決を見たと考えられていた。そのため、
首脳会議直前でのキリバスの脱退表明は驚きをもって受け止められた。キリバスは、「スバ
協定」に納得したわけではないことなどを脱退の理由に挙げている。 

キリバスといえば、2019 年に台湾と断交し、中国と国交を樹立したことで、中国との関
係の深さが指摘されてきた国である。そのため、キリバスの PIF 脱退宣言についても中国の
影響を指摘する声がある 2。とくに、第二次世界大戦中に使用されていた滑走路を中国と共
同で改修する計画が明るみに出て以降、アメリカやオーストラリアは、中国による太平洋地
域の軍事拠点化を警戒するようになっている。キリバスの PIF 脱退の理由を中国の「関与」
に求めるのは短絡的すぎるが、伝統的に地域で一致した協調行動を取ってきた太平洋島嶼国
地域において、中国が分断（工作）に乗り出しているとの報道も見られる（時事ドットコム
ニュース 2022）。 

キリバス以上に中国との関係の深さが指摘されているのがソロモン諸島である。2022 年
4 月 20 日、ソロモン諸島と中国は安全保障協定を締結したが、アメリカやオーストラリア、
そして日本を含むアジア太平洋地域の「民主主義陣営」は、この安全保障協定が太平洋地域
における中国の軍事拠点化をもたらすとして、一斉に懸念を表明した。同年 5 月には、中国
の王毅外相が太平洋島嶼国 7 カ国と東ティモールを 10 日間かけて訪問するという異例の長
期外遊を行った。中国政府は、ソロモン諸島と締結した安全保障協定と同様の協定を他の太
平洋島嶼諸国とも締結しようとしており、歴訪の直前に各国に送付した安全保障協定に関す
る提案書がインターネットに流出した。 

太平洋地域では、地域課題を圧力や多数決で解決するのではなく、反対意見も尊重し、対
話を尽くしてコンセンサスを形成し、協調行動を取ることを基本原則としてきた。これがい
わゆる「パシフィック・ウェイ」と呼ばれる原則の一部である 3。一方、太平洋島嶼国各国
はそれぞれの国内事情と国益を考慮しながら主権国家として対外政策を決めている側面も
ある。移り変わりゆく地域の安全保障環境に対して太平洋島嶼国は、今後も伝統的な方法で
協調行動を取り続けていくことができるのであろうか。 
 
中国のプレゼンス拡大と「民主主義陣営」の反応 

 
中国は 2010 年代初めごろから対太平洋島嶼国への開発援助を拡大し始めた。オーストラ

リアのローウィー研究所が作成した「太平洋援助マップ」4によると、2009 年の太平洋島嶼
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国向け政府開発援助（ODA）では、1 位のオーストラリアが 7 億ドル超を占め、2 位がアメ
リカの 2 億 1500 万ドル、3 位が日本の 1 億 2900 万ドルであり、中国は 6300 万ドルと地域
全体の援助総額の 3％を占めるにすぎなかった。ところが、3 年後の 2012 年には中国の援
助額が 1 億 2600 万ドルに倍増し、援助総額では全体の５位に、2016 年には 2 億 8700 万ド
ルとなり、太平洋地域向け開発援助全体の 13%を占め、オーストラリアに次いで２位となっ
た。 

オーストラリアの 2011 年の援助実績は 12 億ドル超を記録し、対太平洋島嶼国援助全体
の 50%以上を占めるに至っていた。2013 年に労働党政権から保守連合政権に代わってから
は援助額が若干減少したが、それでもその額は 8 億ドルから 10 億ドルの間で推移してきた。
中国の援助には必ずしも ODA の供与額として公表されていないものもあると考えられるの
で、数字以上の援助や経済支援がある可能性はある。しかし、オーストラリアやニュージー
ランド、アメリカや日本などの援助も加えれば、「民主主義陣営」が引き続き最大の援助国
であることは間違いない。さらに、中国の対太平洋島嶼国援助は最近では減少傾向にある。
そのため、援助を通じた中国の影響力は限定的になりつつある。 

一方で、援助と引き換えに中国が力を入れているのが安全保障協力である。最近もっとも
注目を集めたのが、上述のソロモン諸島をめぐる新たな展開である。ソロモン諸島は 2019
年に台湾と断交して中国と国交を樹立した。ソロモン諸島では、2021 年 12 月に大規模な暴
動が起こったが、そのきっかけのひとつは、中国寄りの政策を進めるソガバレ政権への反発
であったとされる。この暴動ののち、ソガバレ首相は、ソロモン諸島警察の訓練と能力強化
のために中国の警察関係者と装備品を受け入れることを発表し、国内の治安維持において中
国に支援を求めるようになった。そして、2022 年 4 月にソロモン諸島と中国が締結した安
全保障協定では、治安維持の名目で中国軍がソロモン諸島に駐留することが可能とされてお
り（O’Brien 2022）、アメリカやオーストラリアが一斉に懸念を表明するに至った。 

また、王毅外相が 5 月から 6 月にかけて太平洋島嶼国を歴訪した際、各太平洋島嶼国で道
路や橋などのインフラ整備、病院や学校建設、災害リスクの削減支援、人道支援、コロナ対
応などで協力する協定を多数締結した。例えばキリバスは、一帯一路構想に関する協力や経
済・インフラ開発、気候変動や災害リスクの軽減など、最大で 10 項目を取り扱う協定を中
国政府と締結したとされる（RNZ 2022）。 

対するアメリカやオーストラリア、ニュージーランドも、2022 年に入り要人外交を活発
化させている。アメリカのブリンケン国務長官は 2 月にフィジーを訪問し、気候変動対策や
軍事交流イニシアティブを促進させるととともに、ソロモン諸島に大使館を設置する計画が
あると表明した。さらにアメリカは、日本、オーストラリア、ニュージーランド、イギリス、
フランスなどと連携して、太平洋島嶼国への関与を強化していく構想を発表している。オー
ストラリアでは 5 月に政権交代が実現し、アルバニージー労働党政権が発足したが、ペニ
ー・ウォン新外相は、就任直後から積極的に太平洋島嶼国を訪問している。そして、フィジ
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ー、サモア、トンガ、ソロモン諸島を訪問した際、これらの国に対し、環境、コロナからの
復興、開発などの分野でこれまで以上の支援を行うことを約束した。 
 
大国とのほどよい距離感とは 

 
PIF は、近年の安全保障環境の変化や影響力を強める中国との関係に対し、地域で一致し

た行動を取ろうとしている。しかし、実際の行動は国によって異なるのが実情である。フィ
ジーなどの地域内で政治的な交渉力が比較的高い国は、適度なバランスを取りながら、中国
と「民主主義陣営」の両方から利益を引き出す等距離外交を展開している 5。つまり、両者
と等距離で付き合うことで双方から利益を得つつ、なおかつ大国間の競争に巻き込まれない
ように近づきすぎない、という微妙な舵取りを行っているのである。フィジーのバイニマラ
マ首相は、王毅外相がフィジーを訪問した際にツイッター（2022 年 5 月 30 日）で、「太平
洋島嶼国が必要としているのは本物のパートナーであり、パワーを追求する大国ではない」
と中国を牽制してから、中国との外交成果を紹介している。またオーストラリアに対しては、
「太平洋島嶼国はどこかの裏庭ではなく、自分たちのことは自分たちで決める。太平洋島嶼
国の関心は地政学ではなく、環境問題である」とツイッター（2022 年 5 月 28 日）に投稿し
ている。「裏庭」はしばしばオーストラリアが太平洋島嶼国を従属的に見ていることを示す
言葉として否定的な意味で使われる。つまり、「裏庭ではない」ということは、フィジーが
オーストラリアや西側陣営に従属的に協力することはないという意思を明確に表すもので
ある。 

このような太平洋島嶼国側からの反応に対し、「民主主義陣営」と中国は、太平洋島嶼国
を大国間競争に巻き込む意図がないことを強調している。バイデン政権の高官は、アメリカ
が太平洋島嶼国に中国かアメリカのどちらか一方を選択するように迫っているわけではな
いこと、そして中国と関係を持つことに反対しないことを明言している（日本貿易振興機構 
2022）。ニュージーランドのヘナレ国防相も、太平洋島嶼国が独立国家として自由にパート
ナーを選ぶことができる旨を発言している（The Fiji Times 2022）。また、王毅外相は外遊
中に開催された中国・太平洋島嶼国外相会合において、中国は太平洋島嶼国を大国同士の競
争に巻き込ませる意図がないことを示したうえで、さらなるコンセンサスを形成するために、
中国と太平洋島嶼国との協力について概観するポジション・ペーパーを作成し、今後も議論
を続けていくとしている（Chute 2022）。 

今のところ、多くの太平洋島嶼国は中国との安全保障協力にコミットしておらず、中国と
「民主主義陣営」は、太平洋島嶼国に意思決定権があることを認める発言をしている。また、
アメリカやオーストラリア、中国は、太平洋島嶼国が一貫して求めてきた温暖化対策や二酸
化炭素の排出制限での一層の努力と協力を表明している。このような外交上の実利も考えれ
ば、フィジーなどの太平洋島嶼国は外交上うまく立ち回っていると言える。 

https://twitter.com/FijiPM/status/1531180835356803072?t=7-sNJAUIkSckDOFAzeoPYQ&s=03
https://twitter.com/FijiPM/status/1531180835356803072?t=7-sNJAUIkSckDOFAzeoPYQ&s=03
https://twitter.com/FijiPM/status/1530265872354332673?t=2c46AVV73mHw27FLat4EAw&s=03
https://twitter.com/FijiPM/status/1530265872354332673?t=2c46AVV73mHw27FLat4EAw&s=03
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足並みが乱れる太平洋島嶼国 
 
しかし、大国間でバランスを取る方針を採用していない国もある。ソロモン諸島やキリバ

スは明らかに中国との関係を深めている。2022 年の PIF 年次会合では地域の安全保障問題
に対して島嶼国が協力して対応することが目指されたが（日本経済新聞 2022）、キリバスの
脱退宣言は、この問題に対して各国が一致した行動を取ることができない現状を露呈させる
ものだった。 

ミクロネシアの国々は、アメリカと自由連合協定（コンパクト）6を締結していることか
ら、アメリカとの結びつきが強い。前述の王毅外相による歴訪前に流出した情報によると、
中国が各国に示した安全保障協定の提案文書には「伝統的および非伝統的な安全保障の分野
での協力」や、「中国が二国間および多国間の手段で太平洋島嶼国のための警察訓練を実施
する」ことなどが明記されていた（Matsumoto 2022)。この提案については、ミクロネシア
連邦のパヌエロ大統領が強く反発し、提案が「新冷戦を引き起こしかねない」と述べ、他の
太平洋島嶼国に対して慎重に対応するよう求めた（Needham 2022)。このような反応は、キ
リバスやソロモン諸島の対中姿勢とはまったく異なるものであり、等距離外交を志向するフ
ィジーよりも強硬なものである。 

一方、等距離外交を展開するフィジーでも、内政に目を向ければ、野党が明確に中国を脅
威として定め、アメリカやオーストラリアとのパートナーシップを強化する必要性を訴えて
いる（The Australian 2022）。これは、2022 年後半に予定されている総選挙で、安全保障が
選挙争点として浮上してきたことから、政府が中国に対し弱腰であると批判するためである。
したがって、選挙結果によっては、フィジーの対中政策も変更される可能性がある。 

各国は、パシフィック・ウェイの原則に従い、中国への傾斜を強めるソロモン諸島や PIF
からの脱退を表明したキリバスに対して一定の理解を示す発言をしている 7。PIF は、地域
の安全保障上の課題に対して、島嶼国が一致した対応を取るように調整しようとしているが、
異なる意見を尊重しつつコンセンサス形成を図るというパシフィック・ウェイによる合意形
成は時間がかかり、現在の急激な情勢変化のなかで、島嶼各国の協調行動を困難にしている。 

そのような太平洋島嶼国の状況を後目に、「民主主義陣営」と中国による太平洋地域への
アプローチは積極性を増している。PIF 首脳会議にメッセージを寄せたアメリカのハリス副
大統領は、さらなる太平洋地域へのコミットメントを約束し、キリバスを含み新たな大使館
を設置する意向を表明している。また、オーストラリアやニュージーランドも、ビザ要件の
緩和など、太平洋島嶼国の利益に直結する政策を軒並み表明している。中国が提案する安全
保障協定も、これから継続的に交渉されていくものと考えられる。今後は、太平洋島嶼国が
意見の相違を乗り越えて、地域として一貫した対応を定めることができるのか、それとも地
域のコンセンサスが目指されることなく、各国が独自の判断で中国や「民主主義陣営」との
関係が追求されていくのかが注目される。■ 
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※この記事の内容および意見は執筆者個人に属し、日本貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式意

見を示すものではありません。 

 
 
写真の出典 
Prachatai, via Flickr（source: Solomon Islands Government Portal）（CC BY-NC-ND 2.0） 
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https://www.reuters.com/article/us-pacific-china-exclusive-idAFKCN2NB0C8
https://www.reuters.com/article/us-pacific-china-exclusive-idAFKCN2NB0C8
https://thediplomat.com/2022/04/the-china-solomon-islands-security-deal-changes-everything/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/468164/kiribati-signs-multiple-deals-to-work-more-closely-with-china-govt-says
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in Lynda Tabuya, Facebook posted at 10:51am on 30 May 2022. 
The Fiji Times (2022) “New Zealand Says Pacific Islands Can Make Own Decisions on China 

Ties.” 12 June. 
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片岡真輝（かたおかまさき） 東京外国語大学世界言語社会教育センター講師。専門は集合
的記憶、記憶の政治学、太平洋島嶼国政治。おもな著作に、 “Formation of Diaspora Network 
and Reconstruction of Collective Memory: The Case of Indo-Fijians.” in S. Ratuva. et al (eds.) 
Risks, Identity and Conflict: Theoretical Perspectives and Case Studies. Palgrave Macmillan 
Singapore (2021)、 “Two Cases of Memory Construction in Fiji: A Theoretical Development 
of Collective Memory under Globalisation and Digital Age.” Pacific Dynamics: Journal of 
Interdisciplinary Research. 3 (1): 46-57 (2019)など。 
 
 
注 
1 太平洋地域は、言語・人類学的な分類から、メラネシア、ポリネシア、ミクロネシアの３
つの地域に分かれている。 
2 キリバスのトン元大統領は、財政支援を期待して中国との密約（cooking something with 
China）を行っているのではないかと発言している(Foon 2022)。 
3 パシフィック・ウェイは、初代フィジー首相のカミセセ・マラが提唱し、太平洋流の地域
協力のあり方を表しているとされる。詳しくは、小柏（2000）を参照。 
4 Lowy Institute. Pacific Aid Map. 
5 詳しくは、拙稿「中国の台頭と太平洋島嶼国の独自外交――大国間でしたたかに生きる島
嶼国家」『IDE スクエア』2018 年 10 月、参照。 
6 ミクロネシア連邦、マーシャル諸島、パラオのミクロネシア三国がアメリカの国連信託統
治から独立する時に結ばれた協定。国防や安全保障の権限をアメリカに委ねる代わりに、ア
メリカが財政的な支援をすることを定めている。 
7 例えば、サモアのフィアメ首相はキリバスが直面する状況を理解すべきだと述べており
（Kumar 2022）、フィジーのバイニマラマ首相も、キリバスの現状を尊重すべきだと発言し
ている（Fijian Government 2022）。また、PIF のプナ事務局長も、キリバスの抱える懸念を
深刻に捉え、対話によって解決を目指していくべきだと発言している（Kumar 2022）。 
 

https://www.facebook.com/100044573851674/posts/553821616113629/?sfnsn=mo
https://www.fijitimes.com/new-zealand-says-pacific-islands-can-make-own-decisions-on-china-ties/
https://www.fijitimes.com/new-zealand-says-pacific-islands-can-make-own-decisions-on-china-ties/
https://researchmap.jp/Masaki.Kataoka?lang=ja
http://dx.doi.org/10.26021/881
http://dx.doi.org/10.26021/881
https://pacificaidmap.lowyinstitute.org/
https://www.ide.go.jp/Japanese/IDEsquare/Eyes/2018/ISQ201820_025.html
https://www.ide.go.jp/Japanese/IDEsquare/Eyes/2018/ISQ201820_025.html
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